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権力基盤を強める習近平総書記 
六中全会のポイントと習総書記の今後の課題 
 

 

○ 2016年10月に開催された六中全会で、習近平総書記が中国共産党の「核心」に位置づけられた。毛

沢東、鄧小平、江沢民氏に並ぶもので、習近平総書記の権力基盤が強まっていることを示唆 

○ 今回改正された党内の規律化に関する規則・条例をテコに、2017年下半期の開催が決まった第19回

党大会に向け、習近平総書記が一段と権力基盤の強化に動く可能性がある 

○ ただし、六中全会では「集団指導体制の堅持」も確認し、過度な権力集中をけん制。今後の焦点は、

定年制の見直しを含む人事の動向、習近平総書記の権力基盤強化の一方で広がる「不作為」の抑制 

 

１．権力基盤の強化を進める習近平総書記 ～中国共産党の「核心」に～ 

（１）習近平総書記が毛沢東、鄧小平、江沢民の 3 氏同様、中国共産党の「核心」に 

2016年10月24日から27日にかけて、中国共産党第18期中央委員会第6回全体会議（以下「六中全会」）

が開催され、最終日にコミュニケが採択された1。 

今般発表されたコミュニケで特筆すべきは、「習近平同志を核心とする党中央」という表現が盛り

込まれたという点である。これまで中国共産党の「核心」との称号を与えられたのは、毛沢東、鄧小

平、江沢民の3氏である。それに対して胡錦濤前総書記の場合は、集団指導体制としての性格が強かっ

たことなどから「核心」との呼称は付されなかったとされる。こうしたなか、2016年に入ると、習近

平総書記を中国共産党の「核心」とする、ないしは、それを示唆する発言が地方の指導者や栗戦書・

党中央弁公庁主任などから出るようになっていた2。その後、3月頃にはそうした動きは一旦収まって

いったが、今回の六中全会で習近平総書記に「核心」という称号を与えることが党の決定事項となっ

た。 

習近平総書記は、国家主席、中央軍事委員会主席のほか、新設・既設の重要組織のトップにも就き、

重要政策を差配できる体制を築いてきた（次頁図表1）。具体的には、中央全面改革深化指導小組、中

央国家安全委員会、中央軍事委員会国防・軍隊改革指導小組、中央ネットワーク安全・情報化小組、

中央財経指導小組などの組織である。また、反腐敗・汚職キャンペーンを展開し、「政敵」といわれ

る周永康・元中央政治局常務委員などの影響力を取り除くことに成功している。加えて、習近平総書

記は、人員削減や指揮系統の見直しを含む人民解放軍の改革も果たしており、権力基盤の安定に必要

不可欠な軍の掌握でも実績を上げているとの評価が聞かれる。 

他方で、①2016年3月に新疆ウイグル自治区政府などが運営するニュースサイトに習総書記を強く非

難する声明文が掲載されたこと、②政策路線をめぐる李克強首相との不和観測、③地方で「独立王国」
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を作り、中央に対し面従腹背する者がいると習近平総書記が2016年1月に発言していることなどを理由

に、習総書記の権力基盤の盤石さを疑う声も出ていた。 

しかし、習近平総書記が中国共産党の「核心」という称号を手に入れたことから判断して、習近平

総書記が権力基盤を一段と固めつつあることが今回示されたとみてよいだろう。 

（２）「全面的に厳格な党の統治」の強化とそれによる更なる権力基盤の強化の可能性 

今回の六中全会のメインテーマは「全面的に厳格な党の統治」であった。その背後には、中国共産

党の一党支配体制が揺らぎかねない状況が生じつつあるとの認識がある。具体的には、「四つの試練」

と「四つの危険」に中国共産党は直面しているとされている（2011年7月1日の胡錦濤総書記講話3、お

よび、今回の六中全会コミュニケ）。「四つの試練」とは、①執政上の試練、②改革開放推進上の試

練、③市場経済化推進上の試練、④外部環境がもたらす試練である。「四つの危険」とは、①気の緩

みがもたらす危険、②能力不足がもたらす危険、③群衆からの遊離がもたらす危険、④腐敗がもたら

す危険である。とりわけ2011年以降強調されてきたのが、後者の「四つの危険」であり、それが「全

面的に厳格な党の統治」が唱えられてきた大きな背景にある。 

こうした試練・リスクを回避するために、今回の六中全会では「新形勢下における党内政治生活に

関する若干の準則」の改正案が審議、可決された。同準則の改正は、共産党員の政治生活の規範化な

どを通じて、①「中国共産党章程」（党規約に相当）の遵守、②党の自浄能力、自主革新能力、自己

向上能力などの強化、③党の指導・執政レベルの向上と腐敗防止・リスク耐性の強化、④党中央の権

威維持、党の団結・統一の保証、党の先進性・純潔性の保持に力を注ぐことを目的としたものである。 

 

 

図表 1 第 18 期中央政治局常務委員 

 
（注）常務委員は序列順。◎は2017年7月時点で68歳未満の人物。 

（資料）佐々木智弘「2020年までの中国の政治動向予測－習近平の権力基盤と共産党の一党支配の正当性－」（日

本貿易振興機構『ジェトロ中国経済』2015年3月号）などより、みずほ総合研究所作成 

 

2012年7月
時点

2017年7月
時点

◎ 習近平 1953年6月 59 64

総書記、国家主席、
中央軍事委員会主席、
中央国家安全委員会主席、
中央財経指導小組組長、
中央全面改革深化指導小組組長、
中央軍事委員会国防・軍隊改革指導小組組長、
中央ネットワーク安全・情報化小組組長、
中央外事工作指導小組組長、
中央対台工作指導小組組長、等

◎ 李克強 1955年7月 57 62
国務院総理（首相）、
中央国家安全委員会副主席

張徳江 1946年11月 65 70
全人代常務委員長、
中央国家安全委員会副主席

兪正声 1945年4月 67 72 全国政治協商会議主席

劉雲山 1947年7月 65 70
中央書記処書記、
中央文明建設指導委員会主任

王岐山 1948年7月 64 69 党中央規律検査委員会書記
張高麗 1946年11月 65 70 国務院副総理

氏名 誕生日

年齢

兼務
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なかでも規範強化の対象とされているのが、中央委員会、中央政治局、更には同常務委員といった

最高幹部である。この「準則」の運用の仕方によっては、「政敵」を蹴落とすことも可能であり、習

近平総書記が今回の改正をテコに党内での権力基盤の更なる盤石化を図ることも考えられる。 

また、今回の六中全会では「中国共産党党内監督条例（試行）」も改正された。その目的は、党の

リーダーシップの低下、「全面的に厳格な党の統治」の力の弱さ、党の思想の弱さ、組織の弛緩、党

の管理・党の統治の緩さなどの問題を重点的に解決することと説明されている。そして、党規約や憲

法・法規の遵守、党中央の集中的・統一的リーダーシップの維持、「全面的に厳格な党の統治」の着

実な実施、贅沢や形式主義などを禁止した「8項規定」精神の着実な実施などの観点から、党内の監督

が一段と強化されることになった。同条例においても、重点的な監督対象は主要幹部とされており、

「党内監督には立ち入り禁止区域もなければ、例外もない」ことが強調されている。党中央における

集中的・統一的リーダーシップの維持という観点から、習近平総書記が党内での基盤強化を図る道が

広げられたともいえるだろう。 

２．集団指導体制の枠内での習総書記の権力基盤の強化と今後の注目点 

（１）集団指導体制の維持を確認 

今回の六中全会では、中国共産党第19回全国代表大会（以下「党大会」）が2017年下半期に開催され

ることが決定された。党大会は、その後5年の中国政治の中枢を司る最高指導部の人事が決定される中

国共産党の最重要会議である。これまで、同大会で習近平総書記が独裁の性格を強めるのではないか

との観測も流れていた。例えば、習近平総書記が集団指導体制の象徴ともいえる中央政治局常務委員

会の制度を廃止し、権力集中の度合いを高めるのではないかとの観測が香港誌『亜洲週刊』などから

流れていた。 

しかし、今回の六中全会では「民主集中制は党の根本的な組織原則」であることが再確認された。

「民主集中制」には様々な要素が含まれるが、①党員個人は党の組織に服従し、少数は多数に、下級

組織は上級組織に服従する、②党の各級指導機関は、これらの機関が派遣する代表機関や非党組織の

中の党組織を除き、みな選挙で選ぶ、③党の最高指導機関は、党の全国代表大会とそれにより選ばれ

た中央委員会とする、④党の上級組織は常に下級組織の党員・群衆の意見を聴取し、速やかにかれら

の提出した問題を解決する、⑤党内の各級委員会は集団指導と個人間の責任分担を組み合わせた制度

とし、あらゆる重大な問題は集団指導、会議により決定を下す、⑥いかなる形式の個人崇拝を禁止す

る、というのがその具体的な内容であり、独裁を排除する意味合いがある。 

また、今回のコミュニケでは、「集団指導制度の堅持」は「民主集中制の重要な構成部分」であり、

「いかなる組織・個人も、いかなる状況下であっても、理由を問わず。この制度に違反することを許

されない」ことが強調されている。ここから推察するに、中央政治局常務委員会の廃止など、習近平

総書記による独裁につながるような制度改正に対しては、一定の歯止めがかけられたと解釈できる。

したがって、習近平総書記は今後も集団指導体制の枠の中で権力基盤を固めていくことになるだろう。 
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（２）今後の注目点は人事動向 

習近平総書記が中国共産党の「核心」となったことに表れているように、習近平総書記の権力基盤

は強まっていると考えられる。余程のことがない限り、第19回党大会では習近平総書記の続投が決ま

るだろう。中央政治局常務委員会が存続する可能性が高いとすると、焦点は、その中に習近平総書記

が意中の人物をどれだけ配置できるかという点になる。 

ただし、現在の党中央には「習近平派」と呼べるような腹心が少ない。現在の中央政治局委員の中

で、ポスト習近平時代のリーダーとして常務委員入りする可能性が高いと指摘されてきたのは、重慶

市党委員会書記の孫政才氏、広東省党委員会書記の胡春華氏だが、いずれも習近平総書記の腹心とは

みられていない。習近平総書記が浙江省トップを務めていた時などの腹心は中央政治局委員でもない

など、習総書記が地方勤務時代の腹心を一気に権力の中枢に引き上げるには、かなり強い権力基盤が

必要となる。それを果たせるかどうかは依然大きな注目点である。 

加えて、定年制の見直しが今後行われるかどうかも注目される。中国共産党には定年制があり、最

高指導部である中央政治局常務委員の場合、再任検討時点で67歳ならば留任可能、68歳ならば再任資

格を失うと伝えられている。この基準に照らした場合、現常務委員のうち、習総書記と李克強首相の2

名のみが再任資格を持つことになり、党中央規律検査委員会書記を務めている王岐山氏は2017年7月時

点で69歳となるため、再任できないことになる（前掲図表1）。しかし、習近平総書記は「全面的に厳

格な党の統治」の要であり、関係が良好だと指摘されることも多い王岐山氏を再任させたいとの意向

をもっているとの観測がある。今回六中全会では定年制について言及はなかったが、定年制の行方は

2017年以降の習近平総書記の権力基盤に影響を与える要素になるだけに注目を要する。 

（３）「軟らかい抵抗」を抑えられるか 

上記のように習近平総書記は党内権力基盤を固めているとみられるものの、それに反比例するかの

ように地方のエリート、地方政府が不作為という形で「軟らかい抵抗」を行っており、それが広範囲

に広がっているとの指摘がある4。李克強首相も「不作為」は一種の腐敗であり、問責の対象にすると

述べてきたが5、「軟らかい抵抗」を十分に抑えきれていないようである。 

習近平総書記が権力基盤を一段と高め、人事でより采配を振るえるようにするためには、着実に政

策パフォーマンスを上げていくことが求められる。なかでも、鍵を握るのは経済政策だろう。イデオ

ロギーに頼った形で支配の正統性を維持することはとうに困難となっており、いかに生活を改善でき

るかが国民からの支持を左右するようになっているからである。「不作為」の動きが続くようでは、経

済への悪影響も懸念される。今回改正された「新形勢下における党内政治生活に関する若干の準則」、

「中国共産党党内監督条例」により、「不作為」の問題を解消できるか、習近平総書記に課せられた課

題は今なお大きい。 
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